
   勤労者福利厚生施設整備事業補助金交付要綱 

 

 （目的） 

第１条 この要綱は、町内事業所での労働環境の改善及び雇用の維持・拡大 

を目的とした福利厚生施設等の整備を推進し、もって就労希望者等が働き

やすい労働環境のもとで就労することを目的とする。 

 （用語の定義） 

第２条 この要綱において事業所とは、総務省統計局編纂の「日本標準産業

分類（平成 25 年 10 月改定、平成 26 年 4 月 1 日施行）一般原則第２項事業

所の定義」に基づく事業所をいう。 

 （補助事業者） 

第３条 補助金の交付対象となる事業者等は、町内に前条に定める事業所を 

有する個人及び法人とする。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合 

は、補助対象者から除くものとする。 

(1) 国、都道府県、市区町村、特別地方公共団体、その他これに類する団 

体等が設置する事業所 

(2) 税金等の未納がある者 

(3) 住宅併用の事業所で、住宅部分と事業所部分が明確に分離できない場  

  合 

(4) 事業所を新設又は改修工事をする場合で、町のほかの補助事業により、 

補助金の交付を受ける場合 

 (5) 既にこの補助事業を活用した事業所が、同一の事業所で次条第１号か  

  ら第３号に掲げる事業を行う場合 

 (6) 本社、本店、本部が町外にある事業所。 

２ 前項第 6 号の規定については、町長が特に認めるものについてはこの限

りではない。 

  （補助対象事業） 

第４条 補助対象となる事業は、労働環境の改善及び雇用の拡大を目的とし 

た次に掲げる施設の新設又は改修工事とする。 

  (1) 従業員休憩所 

 (2) 従業員用トイレ 

 (3) 従業員用更衣室 

 (4) 従業員用住宅（新築は除く。） 

 （補助対象経費） 

第５条 補助対象経費は前条各号に掲げる施設の新設又は改修工事に要した 

費用とし、既存の建物及び土地の取得費並びに備品購入費等は対象としな 

い。 

  （補助金の額） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費に３０％を乗じた額の範囲内とし、 そ

の上限は３００万円とする。 



２ 前項の規定により算出された補助金の額に１，０００円未満の端数が生 

じた場合は、その端数を切り捨てるものとする。 

３ 第４条第２号にかかる工事で同時に合併浄化槽を設置する場合(以下「合 

併浄化槽設置事業」という。）は、第１項に定める補助金の額に合併処理 

浄化槽設置整備事業補助金交付要綱（平成１４年訓令第２３号。以下「設

置事業補助要綱」という。）第３条第３項に定める金額を加算するものと

する。なお、設置事業補助要綱第３条第３項別記第２に定める人槽区分に

よる補助金限度額は、11 人槽以上の合併浄化槽設置事業を実施する場合、

10 人槽の補助金限度額に１人槽当たり 10 万円を加えた額を限度額とし、

その上限は 200 万円とする。 

  （事業の認定） 

第７条 補助金の交付を受けようとする者は、事業の開始前までに、勤労者 

福利厚生施設整備事業計画書（様式第１号）を町長へ提出するものとする。 

２ 合併浄化槽設置事業を実施する場合は、前項のほか設置事業補助要綱第

４条に定める書類を添付するものとする。 

３ 町長は、第１項の事業計画が適当であると認めたときは、勤労者福利厚 

生施設整備事業計画認定書（様式第２号）を申請者に交付するものとする。 

 (補助金の交付申請) 

第８条 前条第３項の認定を受けた者(以下「補助事業者」という。）は、 

事業の完了後、補助金交付申請書（様式第３号）に次に掲げる書類を添付 

して、町長に提出しなければならない。  

  (1) 事業実績報告書 

 (2) 事業精算書 

 (3) 支出証拠書類（写し） 

 (4) 完成写真 

 (5) その他必要な書類 

２ 合併浄化槽設置事業の場合は、前項に定めるもののほか、設置事業補助

要綱第７条に定める書類を添付するものとする。 

 (補助金の交付) 

第９条 町長は、前条により補助金交付申請書を受理した場合において、事 

業内容が適当であると認めたときは、予算の範囲内で補助金を交付するも 

のとする。 

  (補助金の返還等) 

第 10 条 町長は、次の各号の一に該当するときは、当該補助事業者に対して、 

補助事業の取消し及び補助金の全部又は一部の返還を求めることができ  

 る。 

 (1) 補助金を目的外に使用したとき 

 (2) 補助対象事業の執行に関し、この補助金の交付の決定の内容又はこれ  

 に付けた条件その他法令又はこれに基づく町長の処分に違反したとき  

 (3) 町の補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産の処分等の承 



認基準（平成 30 年訓令第 8 号）第 2 条に定める財産処分を行った場合 

(4) 虚偽の申請その他不正な行為があったとき 

 (町長への委任） 

第 11 条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は町長が別に定める。  

 

 

  附  則  

（施行期日） 

第１条 この訓令は、公布の日から施行する。 

（この訓令の執行） 

第２条 この訓令は、令和 6 年 3 月 31 日限り、その効力を失う。ただし、同 

日までに交付の決定が行われた補助金については、なお従前の令による。 


